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２０２２（令和４）年３月２２日 本部決定 
はじめに 

 
 中国地方整備局（以下「整備局」という。）では、２０２１（令和３）年１０月に

「中国地方整備局インフラ DX 推進本部」を設置し、整備局全体でインフラ

分野のデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）１を強力に推進する。 
 
 インフラ分野においては、激甚化・頻発化する災害対応やインフラ施設の

老朽化対策の必要性は高まる一方、人口減少、少子高齢化に伴う深刻な

人手不足が進むことが懸念されるため、建設現場の生産性向上が急務と

なっている。 
 また、新型コロナウイルス感染予防対策として、公共工事の現場において

もデジタル技術を活用した、非接触・リモート型の働き方に転換するなど、

新たな働き方構造の構築を加速させることが求められている。 
 中国地方整備局では２０１６（平成２８）年度から ICT 活用工事の取り組み

を始め、２０１９（令和元）年度からは i-Construction 推進計画を策定し、

ICT 施工の拡大等による生産性向上と遠隔臨場等による働き方改革を推

進してきたところである。 
 こうしたなか、河川・道路・港湾等の各分野においても、デジタル技術を用

いた災害対応や管理の高度化・効率化を目指し、様々な取り組みが進めら

れてきている。 
 

以上の状況を踏まえ、「中国ブロックにおける社会資本整備重点計画」の

重点目標でもあるインフラ分野の DX について、社会経済状況の変化に対

応した社会資本整備や公共サービスを提供するとともに、建設現場の生産

性向上を図りつつ、整備局職員を含めた建設業界の働き方改革を実現す

ることを目指し、各種取組を実施する。 
 
実施にあたっては、社会情勢の変化や建設業界、職員からのニーズ等を

踏まえたうえで、「インフラ DX 推進計画」を毎年度策定し、それを実施、点

検、分析・評価、改善しながら、インフラ分野の DX を推進する。 

中国地方整備局インフラ DX 推進計画 

１  デジタル・トランスフォーメーション（Digital Transformation）：デジタル技術を活用して、生活に関わるあら 

ゆる分野（仕事、暮らし、地域社会、行政）において、ビジネスモデル、オペレーション、組織、文化などの在り方 

に変革を起こすこと。一般的にＤＸと略させる。 
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Ⅰ．総論 
１．背景 

１．１ 激甚化・頻発化する自然災害 

 
 気候変動の影響等により、近年では、２０１５（平成２７）年９月の鬼怒川浸水

被害をもたらした関東・東北豪雨、２０１６（平成２８）年４月の熊本地震、２０１７

（平成２９）年７月の九州北部豪雨、２０１８（平成３０）年７月の西日本豪雨、２０１

９（令和元）年１０月の東日本豪雨等、毎年のように全国各地で自然災害が発

生し、甚大な被害が発生している。 
土砂災害警戒区域が多いなど地形的に災害リスクが高い中国地方におい

ては、２０１８（平成３０）年７月の高梁川水系小田川での堤防決壊による大規模

浸水や広島県内での土砂災害等の甚大な被害が生じた平成３０年７月豪雨や、

江の川での２０１８（平成３０）年 7 月、２０２０（令和２）年７月、２０２１（令和３）年

８月の近年で３回浸水するなど、自然災害が激甚化・頻発化している。 
このような大規模災害等による被害を防止又は軽

減させるためには、河川改修や防災事業などのハード

整備や維持管理をより効率的・効果的に推進するとと

もに、ハザードマップ等の災害リスク情報の適確な発

信や避難訓練等のソフト対策を更に充実・強化するこ

とが必要となっている。 
表１．１ 土砂災害警戒区域数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１．１ 中国地方における近年の主な自然災害の発生状況  
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Ⅰ．総論 
１．背景 

１．２ インフラ老朽化の加速 

 
 全国的に高度経済成長期に建設されたインフラストックの老朽が進行してお

り、安全面のみならず景観面からも、地域の魅力を低下させる要因となってい

る。 
中国地方においても今後１５年間で、

建設後５０年以上が経過する施設の

割合が加速度的に増大することが明

らかであり、増大する老朽化施設に

対し、画像計測や非破壊検査等の新

技術の活用により、近接目視等に拠

らない点検・診断方法の確立・導入の

重要性が高まっている。 
写真１．１ 道路施設の老朽化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１．２ 中国地方における社会インフラストック数の推移（2020.3 時点） 
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Ⅰ．総論 
１．背景 

１．３ インフラ整備・維持管理の担い手不足 

 
 インフラの整備、維持管理の「担い手」であり、災害時には地域の「守り手」で

もある建設業界は、高齢化が年々進行しているばかりではなく、６０歳以上の

大量離職が見込まれ、一方、それを補う若手入職者数が不十分であるなど、構

造的な課題を抱えている。 
 中国地方においても建設業許可業者、建設業就業者数が減少しており、深

刻な人手不足が懸念されるため、建設現場の生産性向上が急務となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１．３ 年代別建設技能者数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１．４ 建設業就業者数の推移 

 
  

※出典：国勢調査（総務省） 
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Ⅰ．総論 
１．背景 

１．４ 新型コロナウイルス感染拡大防止対策を契機としたデジタル化 

 
 新型コロナウイルスが猛威を振い、世界的な流行下においても、「新型コロナ

ウイルス感染症対策の基本的対処方針」２では公共工事及び河川や道路など

の公物管理は、継続が求められている。 
このため、新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、整備局管内の直轄

工事及び業務の履行に必要な受・発注者間の打合を原則 WEB 化、また、全工

事と地質調査業務の確認行為については、全面的な WEB カメラを利用した遠

隔臨場とするなどのデジタル技術を活用した取組を試行している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１．５ 遠隔臨場 

  

２  新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針：政府の新型コロナウイルス対策本部において、「新型インフル 

エンザ等対策特別措置法」に基づく「基本的対処方針」。 

（内閣官房 HP 新型コロナウイルス感染症対策の基本方針 https://corona.go.jp/emergency/#taisho） 
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Ⅰ．総論 
１．背景 

１．５ i-Construction 推進 

 
建設現場における生産性向上を図るため２０１６（平成２８）年度より ICT 活

用拡大に取り組んでいる。２０１９（令和元）年度からは i-Construction 推進計

画を策定し「生産性向上」と「働き方改革」の２本柱で各種施策を進めている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表１．１ 2021 年度中国地方整備局 i-Construction 推進計画 柱・取組項目 

 
 

これまで、建設現場における生産性向上として、施工時間や施工手間の縮

減に対して効果が大きい ICT 施工の活用拡大を中心に、適用工種及び発注

者指定の拡大や未経験企業向けに「中国 Light ICT」３の導入、加えて、証明

書発行及び表彰制度による入札時加点等のインセンティブ付与等により整備

局発注工事での普及拡大を図ってきた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真１．２ ICT 土工施工状況 

（マシンコントロール搭載バックホウ） 

図１．６ 年度別 ICT 活用工事_新規取組企業数  

柱 取 組 項 ⽬ 柱 取 組 項 ⽬

①ICT活⽤⼯事の拡⼤ ⑦平準化の更なる促進

②未経験企業へのICT活⽤⼯事の普及 ⑧週休２⽇の普及

③地⽅公共団体でのICT活⽤⼯事の拡⼤ ⑨⼯事書類の簡素化

④BIM/CIM業務・⼯事とフロントローディングの活⽤拡⼤ ⑩ウィークリースタンスの徹底

⑤三次元データの全⾯的な利活⽤ ⑪ICTの活⽤による移動時間の削減

⑥ICTを活⽤した事業執⾏の効率化

⽣
産
性
向
上

働
き
⽅
改
⾰

３  中国 Light ICT：ICT 施工５要素（３次元の測量、設計、ICT 施工、出来形管理、納品）のうち、出来形管理を 

 必須とし、残り１要素以上を選択可能とした整備局独自の未経験企業参入施策。 
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Ⅰ．総論 
 
 
更なる建設現場における生産性向上に向けては、整備局発注工事における

地域企業であるＣランク未経験企業へのＩＣＴ活用拡大のみならず、自治体発

注工事及び民間工事での ICT 活用拡大が重要となってくる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１．７ 国土交通省有資格業者のうち ICT 活用経験企業数 

 
 

引き続き、建設現場の「生産性向上」と「働き方改革」を一層推進するため、

ICT 施工や BIM/CIM 活用拡大等の取組を行っている i-Construction を継

続実施する必要がある。 
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Ⅰ．総論 
１．背景 

１．６ 各分野におけるデジタル技術活用の現状 

 
防災・河川分野 

避難支援のため浸水想定区域図や土砂災害の被害想定の作成・公開、河川

の水位予測等を実施している。 
更に、平成３０年７月豪雨等の課題でもある高齢者等の避難行動に繋げるた

めに、事前防災対策であるハード整備と合わせ、リードタイムを踏まえた水位

予測時間の延長や予測に必要となる洪水時における確実な水位・流量や被害

状況の把握技術、及び各種予測技術の高度化等をソフト対策の推進が求めら

れている。 
 
 
 
 
 
 

図１．６ ３時間先までの水位予測情報の提供（イメージ） 

 
道路分野 

インフラ施設の老朽化が加速するなか、効率的なインフラメンテナンスの実

施、及び土木部門の職員が減少する自治体の支援等を行うため、２０２０（令和

２）年度に中国道路メンテナンスセンターを開設し、道路メンテナンスの高度化

技術の検討のほか、自治体が行う点検を支援する VR 診断技術の開発等を実

施している。 
中山間地域に中小規模の都市が分散する地域構造から、早期のミッシング

リンク解消のほか、交通の安全性や円滑な物流等の確保するため、災害時を

含めた交通情報の集約・共有等が求められている。 
 
 
 
 
 
                                                     （ＶＲ点検ツール） 

 
写真１．３ 道路メンテナンス点検支援状況 
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Ⅰ．総論 
１．背景 

１．６ 各分野におけるデジタル技術活用の現状 

 
港湾分野 

港湾の施設は、高度経済成長期に建設されたものも多く、そのインフラの急

激な老朽化に直面している。一方、我が国が人口減少時代を迎える中で持続

的な経済成長を実現するためには、労働者の減少を上回る生産性の向上が求

められている。港湾工事においては、海上や水中施工となる特殊な環境におい

て海底の見える化としてマルチビームソナーによる海底地形把握の標準化、海

底の基礎マウンド施工時の潜水士への負担軽減、安全性向上として水中施工

機械の導入を一部で試験的に導入しているところである。 
港湾分野における新技術の開発や既存技術の進化とあわせデジタル技術の

活用により生産性の向上が求められている。 
 

 
 

図１．７ 港湾におけるデジタル技術の現状 

 
 
  

マルチビームソナーによる海底地形測量 水中機械施工による工事 
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Ⅰ．総論 
２．基本的な考え方 

 
２０２１（令和３）年８月に策定された「中国ブロックにおける社会資本整備重

点計画」の重点目標でもある「インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーショ

ン（DX）」について整備局では、社会情勢の変化や建設業界及び整備局職員

のニーズ等を適確に捉え、急速に進展するデジタル技術を踏まえて、毎年度

「中国地方整備局インフラ DX 推進計画」を策定し、以下の取組姿勢を基本に、

インフラ DX を推進する。 
 
 
【取組姿勢】 

① 利用者目線で考える 

② 分野を超え、制度見直しも視野 

③ 関係者を巻き込む 

④ 小さく始めて改善を繰り返す（先ずは、職員の業務改善から） 

⑤ 失敗を恐れない 

 
 
 

インフラ DX は、河川・道路・都市・営繕・港湾等の施策に基づき、事務所が

主体となって実施する各種事業や調達プロセス等を通じて実施され、その効

果は、国民・建設業界・整備局職員等、多岐に波及することから、２０２１（令和３

年）年１０月１２日に設置した整備局長を本部長とする「中国地方整備局インフ

ラ DX 推進本部（以下「ＤＸ推進本部」という。）」で点検、分析・評価、改善しな

がら推進する。 
 

 
 
 
 

 

 
  

図１．８ インフラ DX 推進フロー 

インフラ DX 推進計画 

■河川・道路・都市・営繕・

港湾等の各種施策の立案 

各事務所 

施策の実施 

実施施策の点検、

分析・評価 

実施施策の

改善 

中国地方整備局 

インフラ DX 推進本部 

■現場の声を聞く！ 

■施策に反映させる！ 

■水平展開を図る！ 

Plan 

Do 

Check 

Action 

■現場の課題をデジ

タル技術で解決！ 

■デジタル技術の活

用は手段であり目的

ではない！ 
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Ⅱ．目指す姿 
１．目標 

 
 
 
 
 
 
 

 
２．取組方針（柱） 

 
整備局が行っている建設生産・管理のプロセス及び行政手続き等において、

既存で実施している各種施策及び改善が見込まれる事項等について、ＡＩやデ

ジタルデータ、情報通信技術等を積極的に活用した「インフラＤＸ施策」として

設定し、以下の５つの「柱」毎にアウトカムを意識したうえで取組を展開し、効果

発現を目指す。 
 
＜５つの「柱」＞ 

I. 整備局職員及び建設就業者等の仕事のプロセスや働き方を変革。 

II. 建設現場の安全性や効率性を向上。 

III. 行政手続きや暮らしにおけるサービスを変革。 

IV. ＤＸを支えるデータ活用環境の実現。 

V. ＤＸを推進するための人材育成。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２．１ インフラ DX 取組方針（５つの柱） 

 
  

インフラ分野においてデータとデジタル技術を活用し、社会経済状況

の変化に対応した社会資本整備や公共サービスを提供するとともに、建

設現場の生産性向上を図りつつ、整備局職員を含めた建設業界の働き

方を改革する。 
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Ⅱ．目指す姿 
３．取組体制 

 
インフラＤＸ施策は整備局全体として推進することが重要であり、また、各部

局が行う施策や各事務所が行う事業等に密接に関係することから、横断的に

調整等を行うため、整備局長を本部長とするＤＸ推進本部が全体を総括する。 
 
インフラＤＸ施策の具体的な取組内容等を検討するため、企画部長を幹事

長とする「中国地方整備局インフラＤＸ推進本部・幹事会（以下「ＤＸ幹事会」と

いう。）」を設置する。なお、ＤＸ幹事会は、既存の「中国地方整備局ワークライフ

バランス推進本部・幹事会」との連携を図るものとする。 
 
各種事業に伴うインフラＤＸ施策の展開は、各部の官をグループリーダーと

する「グループ」が担い、施策を直接実施する事務所との連携を図る。 
 
また、外部識者等を含めて構成される「中国地方整備局生産性向上研究会」

と連携し、建設業界や民間企業、その他関係機関等からの意見も参考に取組

を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２．２ インフラＤＸ推進体制 
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Ⅱ．目指す姿 
４．１st ステージ（～R7）の取組 

 
２０２２（令和４）年度から本格的に始動する整備局のインフラＤＸについては、

これまで進めてきた i-Construction の目標年次である２０２５（令和７）年度を

１st ステージの取組として、以下の方針のもと、各部、各事務所において積極的

に取組を進める。 
 
【法令等で定める目標】 

 ２０２３（令和５）年度からの直轄 BIM/CIM 原則適用 

 ２０２４（令和６）年度からの労働時間規制の適用 

 ２０２５（令和７）年度までに建設現場の生産性２割向上（i-con） 

 中国地方ブロックにおける社会資本重点計画（R３～R７） 

 

 

1. i-Construction の取組を拡大・深化させる。 

○ 整備局発注工事について、２０２４（令和６）年度からの全面

的な ICT 活用を目指す。 

○ ICT 施工未経験企業への普及促進を図る。 

○ 土木及び鋼橋上部工事の２０２３（令和５）年度からの

BIM/CIM 原則活用を目指す。 

○ 遠隔臨場及び WEB 検査の標準化を図る。 

2. 各部局が行う事業や調達プロセス等をインフラ DX 施策として 

取り組む 

3. ３次元設計・施工技術に係る人材育成を図る 

4. 関係機関、業界団体等と連携を図る 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２．３ 現場の生産性２割向上イメージ図 
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Ⅱ．目指す姿 
５．取組体系 

 
５つの柱に１１のメニューにより、各施策を体系区分し、推進する。 

 
表２．１ 中国地方整備局インフラ DX 推進計画 取組体系 

  

柱 メニュー 取組数 

I.整備局職員及び建

設就業者等の仕事

のプロセスや働き方

を変革 
【働く人】 

1.調査設計、監督検査業務の効率化・

高度化 
５ 

2.点検、管理業務の効率化・高度化 １３ 
3.会議/打合せ等の効率化 ３ 

II.建設現場の安全

性や効率性を向上 
【現場】 

4.安全で快適な労働環境の実現 ５ 
5.ＡＩ等の活用による作業の効率化 ２ 

III.行政手続きや暮

らしにおけるサービ

スを変革 
【住民】 

６.行政手続き等の迅速化 ４ 
７.暮らしの安全を高めるサービス ３ 

IV.ＤＸを支えるデ

ータ活用環境の実現 
【基盤】 

８.データ活用環境の基盤整備 ９ 
９.新たなサービス・付加価値の創出 １ 

V.ＤＸを推進するた

めの人材育成 

【育成】 

10.ＤＸに関する技術の習得 ３ 
11.人材育成の基盤整備 ２ 
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Ⅲ．具体的な取組                      ［２０２２（令和４）年度］ 
 
 具体的な取組は、本推進計画策定時点で２０２５（令和７）年度までの当面の取組

内容等をまとめたもので、今後、デジタル技術の進展や取組の進捗状況等を踏まえ、

適宜、見直しを行う。 
 また、以下の取組に加え、中国地方整備局ワークバランス推進本部・同幹事会等

での検討内容、及び、事務所職員が抱える業務改善等に係るアイデアについても、

各グループで必要な検討・調整を進め、可能な限り実施に努めるものとする。 
 
 

I.整備局職員及び建設就業者等の仕事のプロセスや働き方を変革 

メニュー 取組名称 個票 
1.調査設計、監督

検査業務の効率

化・高度化 

1.BIM/CIM による建設生産システムの効

率化・高度化 
Ⅰ-1-1 

2.ＩＣＴを活用した監督検査の省人化・非接

触化 
Ⅰ-1-2 

2.点検、管理業務

の効率化・高度化 

1.点検の効率化・自動化 Ⅰ-2-1 

2.日々の管理の効率化 Ⅰ-2-2 

3.災害時対応の効率化 Ⅰ-2-3 

3.会議/打合せ等

の効率化 

1.会議、レク資料等のペーパーレス化 
Ⅰ-3-1 

 
 

II.建設現場の安全性や効率性を向上 

メニュー 取組名称 個票 
4.安全で快適な労

働環境の実現 

1.地域建設業のＩＣＴ活用 Ⅱ-4-1 

2.工事・業務における精算プロセスの改善

（平準化、週休２日等） 
i-con 編 

３.無人化・自律施工による安全性・生産性

の向上 
Ⅱ-4-3 

5.ＡＩ等の活用に

よる作業の効率化 

１.ＡＩ等による地形測量データ処理の自動

化 
Ⅱ-5-1 
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Ⅲ．具体的な取組                      ［２０２２（令和４）年度］ 
 
 

III.行政手続きや暮らしにおけるサービスを変革 

メニュー 取組名称 個票 
６.行政手続き等の

迅速化 

1.占用等申請手続きの効率化・高度化 Ⅲ-6-1 

2.特車通行手続き等の迅速化 Ⅲ-6-2 

７.暮らしの安全を

高めるサービス 

1.洪水予測等の情報発信 
Ⅲ-7-1 

 
 

IV.ＤＸを支えるデータ活用環境の実現 

メニュー 取組名称 個票 
８.データ活用環境

の基盤整備 

1.３次元データの連携・共有化 Ⅳ-8-1 

2.BIM/CIM による建設生産システムの

効率化・高度化 
（Ⅳ-8-2） 

3.執務室・会議室のペーパーレス化 （Ⅳ-8-3） 

９ .新たなサー ビ

ス・付加価値の創

出 

1.各種データの一元化・オープン化 
（Ⅳ-9-1） 

 
 

V.ＤＸを推進するための人材育成 

メニュー 取組名称 個票 
1０.ＤＸに関する

技術の習得 

1.職員向けスキルアップ研修 Ⅴ-10-1 

2.自治体、業者向けスキルアップ研修 （Ⅴ-10-2） 

1１.人材育成の基

盤整備 

1.スキルアップの環境整備 
Ⅴ-11-1 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
18 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

具体的な取組 



Ｎ

BIM/CIM活用業務・工事の拡充（土木）
調査・設計・施工の各段階を３次元化することで、可視化・立体映像化が可能となり、多種多様な部材間チェック、施工
計画検討、地元説明が容易となるBIM/CIMを活用拡大させる。

〇令和5年度までの公共工事におけるBIM/CIM原則適用（一般土木・鋼橋上部）
〇手引き等の作成

取組
内容

Before After

R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6 （2024）年度 R7 （2025）年度以降

BIM/CIM活用業務・工事の試行

紙図面、2次元による関係機関との情報共有
・不整合等のミスにより、後工程に手戻りが生じる。
・2次元図面による関係機関や地元説明等の協議は時間を要する。

紙図面（2次元）を使用した地元説明

紙図面（2次元）による図面作成と関係機関との情報共有

基礎施工時

中央径間架設時

建築限界のモデル化
による離隔の確認

BIM/CIMを用いた施工計画

一目で分かる建築限界の離隔確認

イメージしやすい3次元図面による地元説明

BIM/CIM活用における課題解決

Ⅰ-１-1
（Ⅳ-8-2）

目指
す姿

働く人 現場 住民

◎ ○ ○

Ｎ

ＩＣＴを活用した遠隔臨場（監督・検査（土木））
工事および業務の監督・検査業務における移動時間、時間調整および待機時間を削減するため、Ｗｅｂを活用した遠隔
臨場を全面的に実施。

○工事監督・検査について、Webカメラ等を活用した遠隔現場臨場を発注者指定により全面展開。
○地質調査業務における立会についてもWebカメラを活用した遠隔現場臨場を導入。
○監督・検査内容における遠隔臨場の適否の検証、効果的な運用のための手引き検討

取組
内容

Before After

R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6 （2024）年度 R7 （2025）年度以降

遠隔臨場の試行
■原則全ての工事対象

遠隔臨場の実装、状況に応じた監督・検査にかかる新たな技術や運用の導入・活用対応

フォローアップ調査、課題抽出・対応検討

これまでは、
監督職員等が現場に出向いて、監督、立会、検査。

・現場が遠方であれば監督職員等の往復移動時間負担が大。

・監督職員等の現場到着までの待機時間による、
受注者の現場施工の効率化阻害。（現場作業の手待ち発生）

これからは、遠隔で、監督、立会、検査。

【現場】【監督職員等】

スマホやタブレット、工事情報共有システム等、
既存保有のツールを活用して実施。

等

Ⅰ-１-２

目指
す姿

働く人 現場 住民

◎ ○
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Ｎ

SMART SABOによる点検の効率化

砂防点検の作業時間の短縮および写真・計測・記録・評価・保存の一連作業が現地で完了できる、「SMARTSABO」（モ
バイル端末）の整備を行う。

・「SMARTSABO」へ施設点検支援機能を整備
・砂防関係DBと連携したシステムを構築

取組
内容

Before After

R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6 （2024）年度 R7 （2025）年度以降

SMART SABO施設点検機能検討（UAV等の活用含む）、システム構築

本運用開始（目標）

砂防関係DB
（施設台帳）
（点検記録）

連携

施設台帳・点検記録
・台帳等の更新
・紙またはExcelで保管

点検記録とりまとめ（内業）

・施設の変状等を内業で帳票
にとりまとめ

施設点検（外業）
・施設台帳の準備
・前回の点検記録の準備

施設点検（外業）、点検記録のとりまとめ（内業）、台帳更新（内業）
に多大な労力が必要

モバイル端末等を用いた点検により施設点検が省力化
点検結果等はモバイル端末によりリアルタイムに更新しDBに蓄積

Ⅰ-２-1

目指
す姿

働く人 現場 住民

◎

Ｎ

内水排除施設等における遠隔監視・操作化

高齢化による操作員不足の解消、水災害リスクの回避および操作の安全性向上を図るため、令和７年度までに排水機
場等を遠隔監視・操作化する。

○排水機場の遠隔監視、遠隔操作化を推進する。
○排水機場を除く、水門、樋門・樋管（無動力化の対象を除く）の遠隔操作化を推進する。

取組
内容

Before After

R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6 （2024）年度 R7 （2025）年度以降

遠隔監視・
操作化に関
するガイドラ
イン等の検
討(本省）

排水機場の遠隔監視・操作化を推進。

・現地での施設の点検、操作を実施

排水機場を除く内水排除施設の遠隔監視・操作化を推進

Ⅰ-２-２

目指
す姿

働く人 現場 住民

◎ ○

・排水機場の遠隔化（監視・操作）により、
高齢化による操作員不足の解消、水災害リスクの
回避および操作の安全性向上を図る。

排水機場の遠隔化（監視・操作）イメージ
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Ｎ

災害時に様々な機関が保有する多様な情報を迅速かつ確実に集約し、災害本部において一元的に管理・共有するため、
WebGISを活用した災害情報集約プラットフォームを構築。

【WebGISを活用した災害情報集約プラットフォームの構築】
・災害情報を一元管理し、入力及びとりまとめ作業を集約・自動化するシステムを構築する。
・被害情報、被災状況写真、CCTV情報等を地図上で集約可能なプラットフォームを構築する。

取組
内容

Before After

R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6 （2024）年度 R7 （2025）年度以降

河川室
被災箇所情報

港湾・空港室
被災箇所情報

道路室
被災箇所情報 etc

総括室 各室の資料をPDFにてとりまとめ

本部報告
災害情報集約プラットフォーム

・災害発生時の本部報告様式を、各室の報告をもとに総括室で
手作業で作成している。

・各室の資料を束ねるのみで集約できず資料が多くなる。

各室の資料を束ねるのみ
で集約できていない

文章ファイル
PPT図面

文章ファイル
PPT図面

文章ファイル
PPT図面

河川室 港湾・空港室道路室

通行止め

コンテナ流出

×
堤防法面
崩落

CCTV

・被害情報整理作業のシステム化により、情報集約及び資料とり
まとめ作業の効率化を図るとともに、円滑な情報共有を図る。

システム
直接入力
（二重作業
防止・負荷
軽減）

システム閲覧による
本部会議運営
（ペーパーレス）

ファイル出力による
二次利用・システム
連携

入力フォーム

被災箇所
座標 ・・・・・
概要 ・・・・・

写真

基本検討

試行システムによる
システム要件の精査

運用ルール検討

システム
再構築 試行運用 本格運用

WebGISを活用した被災情報の一元化・共有

試行システム
（プロトタイプ）
構築

Ⅰ-２-３

目指
す姿

働く人 現場 住民

◎ ○

モニタサイズ
１４インチ

重量 １．５ｋｇ

※Wi-Fi、SIM対応

無線LAN（Wi-Fi）
AP設置

※庁舎内に複数整備

Ｎ

モニタサイズ
１５．６インチ

重量 ２ｋｇ

無線ＬＡＮ（Wi-Fi）
AP未設置

多様な働き方の実現に向けたモバイルＰＣの導入

多様な働き方の実現のため、中国地方整備局の本局・事務所・出張所において、いつでもどこでも繋がるネットワーク、
いつでもどこでも持ち運べるモバイルPCの整備を行う。

・行政ＰＣを通信ＳＩＭ内蔵のモバイルＰＣに更新（庁舎外で行政ネットワークが利用可能）
・庁舎内の無線ＬＡＮ（Wi-Fi）環境整備（本局・事務所・管理所・出張所内で行政ネットワークが利用可能）
・庁舎内及び庁舎外でモバイルＰＣが行政ネットワークに無線接続が可能となるため、行政ＰＣを会議開催場所に持参す
ることでペーパレス会議の実現が可能となる。
・モバイルＰＣを活用した職員の「新たな働き方」の実現に向けた検討を進める。

取組
内容

Before After

R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6 （2024）年度 R7 （2025）年度以降

試行 準備 運用開始

従来型PC モバイル型PC

Ⅰ-３-1
（Ⅳ-8-3）

目指
す姿

働く人 現場 住民

◎
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After

Before

 工種拡大：適用工種拡大、小型ＩＣＴ建機の適用拡大
 制度拡充：発注者指定の拡大、インセンティブの拡大（総合評価、評点）
 自治体工事の拡大：研修・セミナー等の継続、部長会議でのフォロー

ＩＣＴ活用工事の拡大

建設現場における生産性２割向上を目指すため、令和６年度までに整備局発注工事の全面的なＩＣＴ施工を実施すると
ともに、自治体発注工事のＩＣＴ活用工事を拡大させる。

取組
内容

R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6 （2024）年度 R7 （2025）年度以降

工種拡大（土工、舗装工、地盤改良工等→13工種）

全面的なＩＣＴ施工を実現
（全受注者がＩＣＴを実践）

要望等を踏まえ更なる工種拡大

制度拡充（発注者指定の拡大、インセンティブの拡大）

自治体工事の拡大（研修・セミナー・現場見学会等による職員及び受注者教育、部長会議での実施状況フォローアップ）

全
面
的
な

Ｉ
Ｃ
Ｔ
施
工

直轄工事の
ＩＣＴ施工標準化

i-conの
深化で
生産性
２割向上

Ⅱ-４-1
（Ⅴ-10-2）

目指
す姿

働く人 現場 住民

○ ◎

Before After

衛星測位を活用した高精度の遠隔操作・自動化水中施工システムの開発

潜水士の負担軽減、安全性向上を図るため、衛星測位（RTK-GNSS測位システム）と音波を用いた遠隔操作・自動化水
中施工システムを開発することで、水中施工の遠隔化・無人化を実現。

◯準天頂衛星を含む衛星測位（RTK-GNSS測位システム）と音波による水中測位技術と水中施工機械の遠隔操作技
術を組み合わせることにより、海象条件によらず利用可能な高精度の遠隔操作・自動化水中施工システムを開発する。
◯高精度の遠隔操作・自動化水中システムの活用により、水中施工の遠隔化・無人化を実現する。

取組
内容

潜⽔⼠による⽔中施⼯ ⽔中施⼯の遠隔化・無⼈化

▶ 海象条件が悪い日は、潜水士による水中施工は不可
▶ 水中での測位精度が低いため、水中施工機械の操作には潜水士が必要

衛星と水中音波による測位技
術を組み合わせることで、水中
施工機械の位置を高精度かつ
リアルタイムに測定

衛星測位

技術開発成果のイメージ

水中施工機械等を表示したモニターにより、
船上で遠隔操作が可能に

潜水士：施工精度の確認

丁張り（水糸）

現状の水中施工機械導入
（沖縄等濁りの無い海域のみ可能）
※潜水士が必要

▶ 水中施工機械の遠隔化・無人化により海象条件に左右されない水中施工を実現
▶ 遠隔化・ 無人化による潜水士の負担軽減、安全性の向上

潜水士：
施工機械の操作

潜水士の目視により、
施工精度を確保

水中音波に
よる測位

Ⅱ-４-３

目指
す姿

働く人 現場 住民

◯ ◎

R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6 （2024）年度 R7 （2025）年度以降

水中施工機械等の位置を高精度かつリアルタイムに測定する技術の開発 社会実装への移行

水中施工機械の遠隔操作技術の開発
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ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑﾃﾞｰﾀｸﾗｳﾄﾞ処理ｼｽﾃﾑの構築

海底の地形測量において事業者等における省力化・作業時間の短縮を図るため、5G通信およびAIを活用したリアルタ
イム自動図化を実現。

◯マルチビームソナーによる海底の地形測量において、船上で取得した測量データをクラウドサーバに送信し、クラウド
上で自動ノイズ処理することにより、リアルタイムかつ遠隔での出来形確認を可能とする技術を開発する。
◯5G通信やクラウド上でのAI処理を導入し、更なる迅速化・精緻化を図る。

取組
内容

事務所等

船上処理
〇3次元測深データの
処理・送信

〇3次元測深データ
の取得

事務所等

手動処理

○測深データの選別、
点群データ作成

○ノイズ除去
○図面作成

帰港後

約1週間

リアルタイム

測量結果の確認に約１週間
 手動によるノイズ除去、図面

作成に多大な時間と労力
 出来形不足・手戻りの発生に

備え作業員や機材を拘束

測量結果の確認がリアルタイム
 クラウド・AIによる自動ノイズ処理、

自動図化
 出来形のリアルタイム確認により

作業員や機材の拘束が解消

マルチビームソナー マルチビーム
ソナー

クラウド
サーバ

自動処理

○測深データのリア
ルタイム表示

○AIによるリアルタ
イムノイズ除去

○自動図化

働く人 現場 住民

◯ ◎

Ⅱ-５-1

目指
す姿

Before After

R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6 （2024）年度 R7 （2025）年度以降

システムの開発・試行

ＡＩの開発

AIによる自動ノイズ処理の強化、５Ｇ通信での実証、基準・ガイドラ

イン等の整備浚渫工事への適用検討
本格運用、他工事への水平展開

デジタル境界確認の実施
用地測量における境界確認の課題となっている高齢者への安全性確保および遠隔地からの移動を解消するため、リ
モートによるデジタル境界確認を実施。

用地測量における境界確認については、地権者等に現地立会を求め確認することとしているが、山地などの急峻な
地形では、地権者等の高齢化も相まって危険な状況となっていることから、情報通信技術を活用したリモートに加え
３次元の統合モデルデータを活用し安全な遠隔地からの確認を行う。

取組
内容

R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6 （2024）年度 R7 （2025）年度以降

デジタル活用手法の検討

課題の抽出及び解決に向けた検討

デジタル境界確認の試行

【３次元統合モデルデータ】
○境界杭を記録した３６０度画像、ＶＲデータ／
写真データ

○地形図データ（地籍調査の境界を示した 地籍図データ、航空レーザー・
ＵＡＶレーザー 測量データ等

○設計データ
○幅杭データ 等

現地の状況をより詳細に把握することが可能となる。
また、作成したデータは、用地協議時の説明資料や将
来の管理業務などに活用することも視野

効果

急峻な林地など危険な場所
で現地立会による境界確認

遠隔地の安全な場所で境界
状況の画像による境界確認

AfterBefore

地籍調査実施済の箇所を対象に、地籍調査で確定した境界を復元し、復元した境界杭
を記録した３６０度画像、ＶＲデータ／写真データなどを基に集会所などの安全な場所で
境界確認を実施することにより、現地確認時の危険回避や時間短縮などの効果が期待。

効果

３次元統合モデルデータ

Ⅲ-６-１

目指
す姿

働く人 現場 住民

○ ◎
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R3(2021)年度 R4(2022)年度 R5(2023)年度 R6(2024)年度 R7(2025)年度

システム開発

特車通行手続き等の迅速化
約１ヶ月を要している特殊車両通行手続きの効率化・迅速化を図るため、Ｗｅｂ上で通行可能経路の検索表示を可能とす
る特車システムを整備。

〇道路利用者等の生産性向上のため、道路空間に関わる行政手続きの効率化・即時処理を実現。

〇特殊車両の新たな通行制度（即時処理）を令和４年度から実用化。デジタル化の推進により、あらかじめ登録を受けた

特殊車両について、即時にｗｅｂ上で通行可能経路を表示可能とする特車システムを整備。

目指
す姿

取組
内容

Ⅲ-６-２

Before After
働く人 現場 住民

◎

新たな通行制度の実用化

Ｎ

洪水予測の高度化
住民の避難行動を早めるため、河川水位を６時間先まで予測可能なシステムを整備。

一級水系では、国が中心となり水系・流域が一体となった洪水予測による精度向上や、これに伴う新たな支川等の
予測情報の提供に取り組むとともに、長時間先の水位を予測することで、河川の増水・氾濫の際の災害対応や住民
避難を促進する。

取組
内容

Before After

R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6 （2024）年度 R7 （2025）年度以降

流域一体で予測

3時間先までの水位予測情報の提供（イメージ）

水系・流域が一体となった洪水予測システム構築・試験運用（R7まで）

洪水予報では、3時間先まで
の水位予測情報を提供

国管理の洪水予報河川では、洪水予報
の発表の際に、３時間先までの水位予
測情報を提供しているところ。

水系・流域が一体となった
洪水予測情報の提供

洪水予報で6時間先までの水位予測情報を提供

実装済

氾濫警戒情報【警戒レベル３相当】の発表を早めることで、
高齢者等の避難のリードタイムをさらに確保！

長時間先までの水位予測

長時間先
予測

実績

長時間先の水位予測による試験運用開始
長時間先の
雨量予測取
り込み直轄区間による新

洪水予測による６ｈ
先の実運用開始

全水系での
流域一体予
測の運用開
始

Ⅲ-７-1

働く人 現場 住民

○ ◎

目指
す姿
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３次元点群データ共有プラットフォームの構築
誰もがスムーズに必要な範囲の３次元点群データを自由に入手可能にするため、各機関・部署ごとに所管する３次元点
群データを一元化・オープン化する共有プラットフォームを構築。

【３次元点群データ共有プラットフォームの構築】
・各機関ごとに３次元点群データをストレージに保管した上、共有プラットフォームからデータ入手可能なシステムを構築。
・DXの取組が先行している広島県（インフラマネジメント基盤：DoboX）と連携試行し、広島県内全域のデータ取得を可能にする。

Before After

R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6 （2024）年度 R7 （2025）年度以降

・3次元点群データは、国、県など様々な機関と部署毎に、ハードディスク等
の媒体で保管されている。

・データを利用する際は、各機関、各部署からデータ借用（手渡し）の手続き
を行った上、必要な範囲のデータを抽出し、データの不足がある場合は、別
の部署からの借用となり、データ調達に時間と労力を要する。
・ハードディスク等を貸出中の際は借用できず、災害対応等に遅延が生じる。

3次元点群データ共有PF
設計・システム構築

PF 試行運用開始
（広島県内の全データのうち、一部分）

PF 試行運用拡大
（広島県内の全データ）

3次元点群データ共有PF 
継続運用、中国管内拡大検討（※２）

※２ 広島県内データを対象とした試行運用を踏まえ、中国5県への運用拡大を検討するもの。
試行運用の結果や、国土交通データプラットフォーム等の全国的な動きを踏まえ検討する。

・3次元点群データは、一元化・オープン化されており、他機関のデータも含
めWEB上で地図検索し、必要な範囲をスムーズにダウンロードできる。
・借用手続きが不要。ハードディスク等の手渡しがなくデータ破損を回避。
・データのオープン化により、新たなサービスや付加価値を創出。

中国
地整

広島県
DoboX

必要な範囲を選択

データ活用

3次元点群データ共有PF
仕様検討（概略設計）

各部・広島県と調整

※１ 整備局（所有者）は、 3次元データを大容量ストレージにて保管・一元管理する。

※１

Ⅳ-8-1
（Ⅳ-9-1）

目指
す姿

取組
内容

働く人 現場 住民

◎ ○

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ

インフラＤＸの人材を育成するため、発注者（地方公共団体を含む）・受注者に対し、階層に求められる研修・セミナー・
キャラバン・e-Learning等を実施する。

インフラＤＸに係る人材育成

【入門】：全職員対象にインフラＤＸの概要や取組目的、活用事例、基準類の概要などの基礎知識の習得
【初級(基本操作)】：CADソフト基本操作技能研修 【中級(実践)】：分野別モデル作成技能研修
【中級(管理)】 ：活用場面・方法の討議、職場での実践 【中級(照査)】 ：モデル照査・閲覧技能研修
【上級】：事業マネジメント視点でインフラＤＸ活用方法の討議を行い、次年度以降の取組方針を決定

Before After

R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6 （2024）年度 R7 （2025）年度以降

BIM/CIM研修方針
設定（階層別/目的別研修）

○対面研修（概論，ICT，ＢＩＭ/ＣＩＭ）（3回/年）

〇管理職セミナー（1回/年）
〇キャラバン（5回/年，各県1回/年）

e-Learningによる全職員への入門研修
インフラＤＸ概論、国の取組状況、活用事例等基
本となる技術情報に関する研修が随時可能
e-LearningによるCADソフト基本操作学習
３DCADソフトの基本操作学習が随時可能

階層別・目的別による対面型研修
３Dモデルの照査・閲覧操作技能の習得
プロセス管理､事業マネジメントへの応用整理

BIM/CIM研修教材
作成(入門/初級/中級)

分野別モデル作成研修教材作成(中級実践：中国管内の道路、河川、橋梁、砂防)

DXセンター運用開始に伴い、各種ＤＸ技術体験を踏まえて、BIM/CIMモデル活用討議を実施
（中国DXセンターを活用しAR・VR・遠隔臨場等の実践型体験学習とグループ討議による各技術活用意識の醸成）

研修カリキュラム更新
（入門・初級・中級の研修メニューの精査・更新）

ＢＩＭ／ＣＩＭ研修メニューの拡充（各種協会を活用し、低コストによる教材作成の試行 R5）
（モデル作成、照査方法高度化、複数ソフトによる閲覧ﾏﾆｭｱﾙ等の更新等）

DX研修方針設定
(R4キャラバンによる体験)

DX研修コンテンツ作成（体験型学習）

(中国DXセンター施設構想とセットで整理)

管理職向け研修の試行・精査(上級) プロジェクト管理型研修の実施

Ⅴ-１0-1

目指
す姿

取組
内容

働く人 現場 住民

◎ ○
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中国インフラＤＸセンターの整備

中国技術事務所構内に整備されている既存施設の一部を改修し、必要となる機材を設置する。
①研修棟：研修ルーム整備 ②資料棟：DX体験ルーム整備 ③技術事務所構内：実習フィールド整備

取組
内容

After

R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6 （2024）年度 R7 （2025）年度以降

研修所改修
（第２研修室OAフロア化）

５Ｇ等通信網施設
検討(情通技課対応)

ＤＸ環境整備（資料棟2F改修）

ICT建機操作（民間）・遠隔操縦実習の充実

ＢＩＭ／ＣＩＭ機材調達・研修棟改修 DXセンター運用開始
（DX体験：AR・VR・遠隔臨場等の充実）

・分解組立型BH：５G対応機器整備
・実習フィールド整備

分解組立型BHによる
研修

Ⅴ-11-1

働く人 現場 住民

◎ ○

研修ルーム整備イメージ
（研修棟３階：OA室）※研修生最大20名

概要紹介・討議
スペース

ＡＲ体験

遠隔操縦体験
ＶＲ体験 5面モニター

（無人化施工）

ＤＸ体験ルーム整備イメージ
（中国技術事務所 資料棟２階）

Before
○研修施設
・大容量データ対応機材が未整備
・リモート・オンライン研修環境が未整備

〇体験施設
・デジタル体験施設：分解組立型BHのみ

遠隔操縦（無人化）施工、ICT施工/
測量実習等フィールドイメージ

（中国技術事務所 構内）

分解組立型BH・遠隔
操縦施工イメージ

実習フィールド範囲

構内盛土

※構内盛土部分への
拡張を 将来構想。

●最新のBIM/CIM講習・研修に対応する高性能 PC、
大型モニター等の整備

●リモート・オンライン研修のためのネットワーク整備
●講習・研修を効率的・効果的に進める視聴覚
機材の整備

●中国地整のインフラDX取り組み概要説明、討議ルームの整備
●AR,VR等の体験施設を整備
●実習フィールドと連携した遠隔臨場、建設機械の遠隔操縦等の
体験、講習・研修施設を整備

●屋外での講習、研修、体験が
できるフィールドを整備
（各講習・研修、防災等訓練、
体験ツアー等と連携）

人材育成および体験の拠点となるセンターを目指し、中国技術事務所に職員研修やＡＲ・ＶＲ体験、実証フィールドを兼
ね備えた中国インフラＤＸセンターの整備を行う。

目指
す姿
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism  Chugoku Regional Deveropment Bereau

2022（R4）_i-Construction編

2022中国地方整備局インフラＤＸ推進計画
i-Construction編

○「２つの柱と11の取組」を推進

柱 取 組 項 目

働
き
方
改
革

⑦平準化の更なる促進

⑧週休2日の普及

⑨工事書類の簡素化

⑩ウィークリースタンスの徹底

⑪ICTの活用による移動時間等の削減

202１（R３）年度 i-Construction推進計画

柱 取 組 項 目

生
産
性
向
上

①ＩＣＴ活用工事の拡大

②未経験企業へのICT活用工事の普及

③地方公共団体でのICT活用工事の拡大

④BIM/CIM業務・工事とﾌﾛﾝﾄﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞの活
用拡大

⑤３次元データの全面的な利活用

⑥ICTを活用した事業執行の効率化
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2021推進計画_生産性向上

目的

○ 2025（令和７）年度までに建設現場の生産性2割向上を目指し、直轄及び自治体発注工事及び業務での、
ICT活用の実施拡大やBIM/CIM活用拡大等を図る。

BIM/CIM活用拡大

ＩＣＴ施工の拡大

①ICT活用工事の拡大
発注者指定の拡大
中国Ｌｉｇｈｔ ＩＣＴの活用拡大 等

②未経験企業へのICT活用工事の普及
インセンティブの継続（表彰、実績評価、ＩＣＴサポート制度）
普及啓発活動 等

③地方公共団体でのICT活用工事の拡大
５県2市会議でのフォローアップ
講習会等の継続 等

⑥ICTを活用した事業執行の効率化
ＵＡＶ等の管理業務への積極活用 等

ICT建機による施工

普及施策（表彰、セミナー、講習会）

④BIM/CIM業務・工事とフロントローディング活用拡大
発注者指定の拡大
モデル事業の拡充 等

⑤３次元データの全面的な利活用
利活用検討会の設置
３次元データを活用した維持管理計画 等

利活用検討会

3次元設計データ

3次元点群
データ

2021推進計画_働き方改革

目的

○ 202４（令和６）年度からの労働基準法適用までに、生産性向上策と合わせ、建設業界全体の働き方を改革
するため、工事・業務の平準化及び週休２日等の取組を実施し、労働環境改善を図る。

働き方改革

⑦平準化の更なる促進
ロードマップに基づく確実な実施
発注者協議会等でのフォローアップ 等

⑧週休２日の普及
発注者指定の拡大
発注者協議会等でのフォローアップ 等

⑨工事書類の簡素化
工事書類適正化の手引きの運用
書類限定型工事検査の継続 等

⑩ウィークリースタンスの徹底
特記仕様書による規定
地方公共団体への周知 等

⑪ICTの活用による移動時間等の削減
WEB会議の実施
遠隔臨場の実施 等

WEB会議の実施 遠隔臨場

検査書類限定型検査
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ＩＣＴ活用工事の現状及び全体評価

実施 率 実施 率 実施 率 実施 率 実施 率
⼟⼯ 68 48% 80 59% 58 44% 126 76% 199 90%
舗装 16 80% 4 33% 5 31% 35 49%
浚渫 1 100% 1 100%
地盤改良 2 29% 14 93%
法⾯ 13 68%
合計 68 48% 96 62% 62 43% 134 71% 262 80%

H29 H30 R1 R2
⼯種

H28
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i-Construction推進計画により重点化

・発注者指定工事の拡大 ・発注者指定工事の拡大
・インセンティブの付与・拡大
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ICT⼟⼯

実施 率

○ H28年度からICT土工の取組を開始。
○ これまで、推進計画に基づき、工種の追加及び発注方式の工夫、インセンティブ付与等の施策を展開。
 R2年度末の実績は、合計で約８０％（土工：約９０％）の実施率となっており、施策効果が現れている。
 これまでに地域企業１０９社がICT施工を経験。

■中国地方整備局発注工事のICT活用実績表

【対象全工種のICT活用実績】

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２
新規件数 13 26 15 8 26 21
累計件数 13 39 54 62 88 109

■年度別_ICT経験企業数

■年度別_中国 Light ICT活用工事件数

一般土木Cランク

ＩＣＴ活用工事の効果及び課題

○ 施工や管理に3次元データ等を活用するICT活用工事では、直轄工事の実施件数は年々増加、土工におけ
る延べ作業時間が約3割縮減するなどの生産性向上効果が表れている。

○ 一方、地域を地盤とするC、D等級※の企業は、 ICT施工の経験割合が低く、普及拡大が必要。

※直轄工事においては、企業の経営規模等や、工事受注や総合評価の参加実績を勘案し、企業の格付け（等級）を規定。中国地整はDランクがない。

中国地整管内企業の割合

Cランク企業数：2,408
受注企業数（R2）：242※
ICT施工経験企業数：1０９
実施率：4５.０%

※全工事の企業数
（ICT対象外工事も含む）

国土交通省本省作成資料

29



ＩＣＴ活用拡大

After

Before

 基準拡充：適用工種追加、小型ＩＣＴ建機の基準策定
 制度拡充：発注者指定の拡大、インセンティブの拡大（総合評価、評点）
 自治体工事の拡大：研修・セミナー等の継続、5県2市会議でのフォロー

建設現場における生産性２割向上を目指し、令和６年度までに整備局発注工事の全面的なＩＣＴ施工を実施すると
ともに、未経験企業のICT活用及び自治体発注工事のＩＣＴ活用工事を拡大させる。

目標

取組
内容

R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6 （2024）年度 R7 （2025）年度以降

基準拡充（土工、舗装工、地盤改良工等→計13工種）

全面的なＩＣＴ施工を実現
（全受注者がＩＣＴを実践）

要望等を踏まえ更なる工種拡大

制度拡充（発注者指定の拡大、インセンティブの拡大）

自治体工事の拡大（研修・セミナー・現場見学会等による職員及び受注者教育、部長会議での実施状況フォローアップ）

全
面
的
な

Ｉ
Ｃ
Ｔ
施
工

直轄工事の
ＩＣＴ施工標準化

i-conの
深化で
生産性

２割向上

ＩＣＴ活用拡大施策：ロードマップ

２０２１（R3）年度 ２０２２（R４）年度
２０２３（R５）年

度
２０２４（R6）年度 ２０２５（R７）年度

①直轄工事にお
けるICT活用工
事拡大

 ICT活用工事の拡
大（発注者指定等）

 中国light ICTの
拡大

 ICT複数工種活用
工事の拡大

 ICT活用工事の拡大
（工種、発注方式）

 小規模工種や準備工
への更なる拡大

ICT施工の標準化
（元請から下請へ）

②未経験企業へ
のICT活用工事
の普及

 ICT活用に係るイ
ンセンティブの継
続（表彰、証明書）

 ICTサポート制度
の継続

 サポート事務所、各
県推進連絡会によ
る啓発

 セミナー、講習会

 インセンティブの拡充
 サポート制度の継続
 各県推進連絡会の強

化
 普及啓発活動の継続
 企業TOPへのPR実

施

③地方公共団体
でのICT活用工
事の拡大

 部長会議での進捗
管理

 各県での講習会等
 サポート事務所、各

県推進連絡会によ
る啓発

 5県2市会議での進捗
管理の継続

 講習会等の継続
 啓発活動の継続

④ICTを活用し
た事業執行の効
率化

 遠隔臨場、WEB検
査の拡大

 プレキャスト活用
に向けた状況整理

 UAV活用拡大

 遠隔臨場、WEB検査
の継続

 プレキャスト活用に向
けた基準検討

 UAV活用拡大等

ICT施工の標準化
（元請から下請へ）

ICT活用目標 建設現場において２０２５（R７）年度までに生産性２割向上を目指し、ICT施工を拡大

人材育成

【研修】
 i-con育成研修

（CAD等）→中止
 UAV操縦
【セミナー】
 i-con体験

【研修】
 i-con育成継続
 UAV操作継続
【セミナー】
 i-con体験継続外

【研修】
 i-con実践
 UAV活用
【セミナー】
 i-con実践

【研修】、【セミナー】
実践・応用へ

全
面
的
な
展
開

生
産
性
２
割
向
上

全
面
的
な
展
開

発注者指定の拡大
ICT経験企業の増加
公共工事全体への波及
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BIM/CIM活用業務・工事の現状及び全体評価

○ 令和５年度の小規模を除く全ての公共工事におけるBIM/CIM原則適用に向けて、BIM/CIM活用対象
業務・工事を拡大

○ 令和２年度は、大規模構造物の詳細設計に加え大規模構造物の予備設計もBIM/CIM活用対象業務とし
たことによって、BIM/CIM活用業務・工事が増加。

■地方整備局管内のBIM/CIM活用件数

■令和２年度BIM/CIM活用状況

令和元年度 令和2年度

業 務 ２８ 件 ３６ 件

工 事 １６ 件 ２４ 件

合 計 ４４ 件 ６０ 件

BIM/CIM活用対象業務・工事 大規模構造物の詳細設計 大規模構造物の予備・詳細設計

業務

工事

概略・予備設計
にも活用

柱 取組項目 R4_取組目標 取組内容 個別取組施策

構造物工（橋梁上部、基礎工）の追加

ICT施工機械積算に係る協議に応じる旨を特記仕様書に明示

土工発注者指定の拡大（5千m3以上→3千m3以上）

中国Light ICTの拡大（起工測量の追加）

総合評価加点（活用証明書：企業・監理技術者・担当技術者、中国i-Con表彰継続）

サポート制度の継続

各県推進連絡会の強化

普及啓発活動の継続

企業TOPへのPR実施

部長会議での進捗管理の継続 部長、次長、課長会議での議題としてフォローアップ

遠隔臨場、WEB検査の継続 地整研修、講習会等での重点化

プレキャスト化に向けた検討継続 他地整事例及び管内実績整理による方向性検討

適用工種の拡大（工事） 3次元設計成果の手交が可能なものは原則適用

平準化率90%以上

早期発注件数率30%以上

翌債・国債の活用

第4四半期：42%以下(3月期： 30%以下）

早期発注件数率30%以上

翌債・国債の活用

発注者協議会でのフォローアップ

５県２市会議でのテーマ設定とフォローアップ

週休２日実施率：90%以上

発注者指定型の拡大：全工事

総合評価加点継続（証明書）

管内会議での周知

職員向け研修の実施（講義テーマに設定）

共通仕様書拡充検討

全工事を対象に実施

検査の視点を作成・周知

業務のウィークリースタンス周知（継続） 受注者からの本局へのWeb報告

相談窓口の設定

受注者からの本局へのWeb報告

活動計画に基づく普及活動実施
講習会・セミナーの開催
受注企業への直接説明の実施

直轄業務・工事での活用拡大BIM/CIMの活用拡大

工事ロードマップの徹底（継続）

ICTの活用拡大

直轄工事での活用拡大

未経験企業への普及

自治体工事での活用拡大

事業執行の効率化

適用工種の拡大等

発注方式の工夫（拡大）

インセンティブの拡大

河川構造物（築堤・護岸、水門、堰、排水機場、床止め・根固め）、海岸構造物（海岸堤防護岸、
突堤、海域堤防）、砂防構造物・地すべり防止施設の詳細設計を追加

適用工種の拡大（業務）

早期段階からBIM/CIMを導入しているモデル事業の追加
【三次】可部バイパス（大林工区）、【広国】西広島バイパス（都心部延伸）

モデル事業による活用拡大

受注者との意見交換会実施

協議書類の縮減検討（継続）

書類限定型検査の継続

工事書類簡素化の推進工事書類の簡素化

工事のウィークリースタンス周知（拡大）
ウィークリースタンスの徹底ウィークリースタンス

生
産
性
向
上

働
き
方
改
革

直轄工事での実施率向上（拡大）

平準化の促進

週休２日の促進

平準化

週休２日

マニュアル・手引きの周知（拡大）

業務ロードマップの徹底（継続）

地方公共団体支援（継続）

2022（R4）年度 i-Construction編（推進計画）

2021推進計画

柱 取 組 項 目

働
き
方
改
革

⑦平準化の更なる促進

⑧週休2日の普及

⑨工事書類の簡素化

⑩ウィークリースタンスの徹底

⑪ICTの活用による移動時間等の削減

柱 取 組 項 目

生
産
性
向
上

①ＩＣＴ活用工事の拡大

②未経験企業へのICT活用工事の普及

③地方公共団体でのICT活用工事の拡大

④BIM/CIM業務・工事とﾌﾛﾝﾄﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞの活
用拡大

⑤３次元データの全面的な利活用

⑥ICTを活用した事業執行の効率化

2022推進計画

基本方針（21→２２）
■生産性向上
 ICT、BIM/CIMに係る普及拡大メニューは成果を踏まえ継続又は拡大する。
 ⑤３次元データの利活用は、個別DX施策として重点化。
■働き方改革
 平準化、週休２日は、ロードマップに基づく施策を実施。
 工事書類の簡素化、ウィークリースタンスは受注者意見を踏まえ改善。
 ⑪ICT活用の移動時間の削減は、個別DX施策として重点化。

生産性向上
ICTの活用拡大
BIM/CIMの活用拡大

働き方改革
平準化の促進
週休２日の促進
工事書類の簡素化
ウィークリースタンスの徹底
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ＩＣＴ活用拡大施策：①ＩＣＴ活用工事の拡大（発注方式の工夫）

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
令和４年度

（予定）

○ 主要工種から順次、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充。（令和３年度：１２工種）
○ 令和３年度上半期契約済み工事３６７件のうち、維持修繕や塗装工事等を除く１２１工事がICT施工対象
○ １２１工事のうち、約半数がICT活用（80/15３：協議中含む）予定となっている。（121工事のうち複数工種適用有り）

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度：コンクリート舗装）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（令和元年度：浅層・中層混合処理、令和２年度：深層混合処理）

ICT浚渫工（港湾）

ICT法面工（令和元年度：吹付工、令和２年度：吹付法枠工）

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工（港湾）

ICT構造物工
（橋梁上部）（基礎工）

ICT構造物工 （橋脚・橋台）

ICT路盤工

ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）

民間等の要望も踏まえ更なる工種拡大

R3.9.30時点

⼯   種 実施率
⼟⼯ 36 / 59 61.0%
舗装⼯ 7 / 19 36.8%
浚渫⼯（港湾） 11 / 11 100.0%
浚渫⼯（河川） 2 / 2 100.0%
地盤改良⼯ 4 / 12 33.3%
法⾯⼯ 9 / 17 52.9%
付帯構造物⼯ 0 / 0
舗装⼯（修繕⼯） 11 / 12 91.7%
基礎⼯・ブロック据付⼯（港湾） 0 / 0
構造物⼯（橋脚・橋台） 0 / 21 0.0%
海上地盤改良⼯（床堀⼯・置換⼯） 0 / 0

80 / 153 52.3%
※実施には協議中含む（契約直後で未協議案件が49件）

実施/対象
中国地方整備局管内

ＩＣＴ活用拡大施策：①ＩＣＴ活用工事の拡大（発注方式の工夫）

Ｒ３計画 Ｒ３上期実績 Ｒ４計画（案）
［土工］

■発注者指定の拡大

■中国 Light ICT 適用の拡大

※中国 Light ICT：
ICT活用５要件（測量、設計、ICT建機施工、出来形管理、納品）の

うち、出来形管理を必須とし、残りを任意選択する地整独自の取組

【受注者の声】

① 金額が大きい構造物工事
で等、小規模の土工のため
だけにICT施工（三次元測
量、設計等）を実施するの
は非効率

② リース期間が月単位であり、
待ちが生じると不採算

③ 起工測量だけでも3次元化
したいが、ICT実績となら
ないか？

■発注者指定の拡大

● 実施
● 未実施

 未経験企業に限定し、中国 Light ICT 〔作業土工（床堀）〕の
導入（設計、施工、納品を必須）

【実績】
 中国 Light ICT 活用は年々増加し、R３は８件

■中国 Light ICT 適用の見直し・拡大
① ICT活用５要件のうち、３次元出来形管理を必須とし、残りを

任意選択。【継続】
② 未経験企業に限定したICT活用で「作業土工（床堀）」【継続】
③ ICT活用５要件のうち、「３次元起工測量」のみ実施【拡大】

ただし、②と③は、出来形管理を実施しないため間接費の割増対
象外とする。（活用証明書、工事成績評価は対象）

【実績】
土工対象工事：３６/５９件（実施率：61%）
 施工者希望でも3,000m3以上は概ねICT実施

 特記：ICT建機の活用費用は、通常建機とICT建機の配置状況を
踏まえ監督職員が必要と判断した場合は、変更協議可能とする。

（7/13）

凡例：（実施又は協議中件数／発注件数）

（１０/1５）

（１９/３１）

★

★
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ＩＣＴ活用拡大施策：中国 Light ICT

背景・⽬的
■ 自治体におけるICT活用工事の実施率はまだ低く、経験の少ない企業への展開が必要

● ＩＣＴ活用工事の「5要件」（①３次元測量、②設計データ作成、③ICT建機による施工、 ④出来形管理等の施工管理、⑤納品）の
中で、必ずしもＩＣＴ建機を使わずとも、「3次元データを活用で現場の省力化」が図られるツールも多種存在していることから、
④出来形管理等の施工管理を必須とし、その他を任意とする「中国 Light ICT」を策定（H30～）

● 管内自治体への普及に繋げるべく、直轄工事の一部で発注者指定方式での試行実施 （R元～）

● 積算要領に示すICT建設機械より規格の小さい小型ＩＣＴ建機による施工を実施した場合は、見積にて変更契約。

〔中国Light ICT （拡充・継続）〕
１．「５要件」のうち「④出来形管理等施工管理」を必須とし、その他（①、②、③、⑤）を任意 継続

２．作業土工（床堀）※（施工者希望Ⅱ型、 ②設計データ作成、③ICT建機による施工、⑤納品を必須） 継続

３．路盤を含まない舗装工事で、③ICT建機以外の４要素を実施 継続

４．三次元起工測量※のみの実施（R4試行：新規）

・ 成績、活用証明書、総合評価加点は中国LightICT準用。

・ 中国地方整備局におけるICT活用工事未経験企業に限定。
・ 上記のうち作業土工（床堀）と起工測量は出来形管理を実施しないため、共通仮設費及び現場管理費の補正対象外。（変更）

※作業土工（床堀）、三次元起工測量の実施による「中国Light ICT」認定は、未経験企業に限る

＜R４（土工）＞

ＩＣＴ活用拡大施策：①ＩＣＴ活用工事の拡大（発注方式の工夫）

Ｒ３計画 Ｒ３上期実績 Ｒ４計画（案）
［舗装工］

■発注者指定の拡大

型式 対象工事
中国

Light
ICT

ICT
（5要件）

総合評価
工事
成績

実施（協
議）／発
注件数

発注者
指Ⅰ型

３億円以上の工事
発注者がICT活用を指定

－
（不可）

○
必須

加点評価なし 創意
工夫

０/０

発注者
指Ⅱ型
（新規）

１．２億円以上３億円未満の工事
発注者が中国LightICT活用を指定
入札手続き時にICT(5要件)活用の提案が可能

○
必須

△
入札時
提案

ICT活 用（ ５要
件）提案で技術
者加点（３点）

創意
工夫

２/２
（０）

施工者
希Ⅰ型

１．２億円未満かつ舗装面積1万㎡以上の工事
入札手続き時における活用提案により実施

△
契約後
提案

△
入札時
提案

ICT活 用（ ５要
件）提案で技術
者加点（３点）

創意
工夫 ０/０

施工者
希Ⅱ型

１．２億円未満で舗装面積１万㎡未満の工事
契約後、受注者の提案で実施可能

△
契約後
提案

△
契約後
提案

加点評価なし
創意
工夫

５/１７
（１）

■中国 Light ICT 適用の拡大
 要領、基準が未導入のAs・Co舗装について、施工を除く４要

素を実施した場合は、中国 Light ICT（舗装）の実績（新規）

【実績】
舗装対象工事：７/１９件（実施率：３７％） ■発注者指定の継続

■中国 Light ICT 適用の継続
 路盤を含まないAs・Co舗装について、施工を除く４要素を実

施した場合は、中国 Light ICT（舗装）の実績（継続）

継続（変更なし）

（ ）：中国 Light ICT

舗装工はICT施工対応の建設機械普及状況及び
現道工事である特殊性等を勘案し、発注者指定の
拡大については、協会及び受注者等の意向を踏ま
え決定する。
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Ｒ３計画 Ｒ４計画（案）

［地盤改良］

Ｒ３上期実績

ＩＣＴ活用拡大施策：①ＩＣＴ活用工事の拡大（発注方式の工夫）

型式 対象工事 中国
Light
ICT

ICT
（5要件）

活用

総合評価 工事
成績

実施（協
議）／発
注件数

発注指
定Ⅰ型

－ － － － － －

施工希
望Ⅰ型
（新規）

３億円以上の工事
入札時活用提案に
より実施

△
契約後
提案

△
入札時
提案

ICT活 用（ ５要
件）提案、技術
者の技術力等加
点。（３点）

創意
工夫

０/３

施工希
望Ⅱ型

３億円未満の工事
契約後、提案で実
施可能

△
契約後
提案

△
契約後
提案

加点評価なし 創意
工夫

４/９
（２）

■施工者希望の拡大（入札時の提案）

（ ）：中国 Light ICT

【実績】
地盤改良対象工事：４/１２件（実施率：３３％）

■施工者希望の継続（入札時の提案）

継続（変更なし）

地盤改良工のICT施工活用は、掘り起こしによる
出来形管理不要などのメリットがある一方、地下
作業であり起工測量や地盤以下の設計データを
三次元化する必要性が低く、発注者指定とした場
合、受注者の負担となるため、当面、施工者希望
型の運用とする。

Ｒ３計画 Ｒ４計画（案）

［法面工］

Ｒ３上期実績

ＩＣＴ活用拡大施策：①ＩＣＴ活用工事の拡大（発注方式の工夫）

■施工者希望の拡大（入札時の提案）

型式 対象工事 中国
Light
ICT

ICT
（４要件）

活用

総合評価 工事
成績

実施（協
議）／発
注件数

発注指
定Ⅰ型

－ － － － － －

施工希
望Ⅰ型
（新規）

３億円以上の工事
入札時活用提案に
より実施

△
契約後
提案

△
入札時
提案

ICT活 用（ ４要
件）提案、技術
者の技術力等加
点。（３点）

創意
工夫

０/２

施工希
望Ⅱ型

３億円未満の工事
契約後、提案で実
施可能

△
契約後
提案

△
契約後
提案

加点評価なし 創意
工夫

９/１５
（０）

■施工者希望の継続（入札時の提案）

継続（変更なし）

【実績】
法面工対象工事：９/１７件（実施率：５３％）

法面工はICT施工対応の建設機械普及状況を勘
案し、当面、施工者希望型の運用とする。

（ ）：中国 Light ICT

法面工：４要素
①起工測量、②設計データ、③施工：該当なし
④出来形管理、⑤納品
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Ｒ４計画（案）

ＩＣＴ活用拡大施策：①ＩＣＴ活用工事の拡大（工種の追加） 新規

型式 対象工事 中国
Light
ICT

ICT
（４要件）

活用

総合評価 工事
成績

発注指
定Ⅰ型

－ － － － －

施工希
望Ⅰ型

３億円以上の工事
入札時活用提案に
より実施

△
契約後
提案

△
入札時
提案

ICT活 用（ ４要
件）提案、技術
者の技術力等加
点。（３点）

創意
工夫

施工希
望Ⅱ型

３億円未満の工事
契約後、提案で実
施可能

△
契約後
提案

△
契約後
提案

加点評価なし 創意
工夫

［構造物工］
【構造物工（橋梁上部、基礎工）】

■施工者希望の導入（入札時の提案） 新規

構造物工はICT施工対応の建設機械普及状況を
勘案し、当面、施工者希望型の運用とする。

構造物工（橋梁上部、基礎工）：４要素
①起工測量、②設計データ、③施工：該当なし
④出来形管理、⑤納品

ＩＣＴ活用拡大施策：②未経験企業の活用（インセンティブ、普及啓発）

Ｒ３計画 Ｒ４計画（案）Ｒ３実績

【ICT実施企業へのｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ等の拡充】

■ ICT活用証明書の継続

○ 総合評価において企業・技術者へのインセンティ

ブ付与を継続

■中国ICTｻﾎﾟｰﾄの拡充

○ 受注者へのサポート活用に係る周知徹底

○ 広域的且つ機動的なｻﾎﾟｰﾄ体制確保のため公募

による企業等の拡充

■中国版i-Con表彰制度の継続

○ 表彰企業への加点

【サポート事務所・各県推進連絡会によるＩＣＴの

活用啓発】

□中国ＩＣＴトップランナーの選任と活用

○ ＩＣＴにおける先進的な取り組みがなされている

企業、ＩＣＴ表彰企業､サポート企業等から「トップ

ランナー」を各県数社程度選定・講師として派遣

□経営者等を対象とした体験会の開催

○ ＩＣＴ活用効果が体験できる会を開催

□人材育成の強化

○ 研修・セミナー・講演会の継続的な開催と講師派

遣。

○ サポート事務所・各県推進連絡会による現場見

学会の開催

■ ICT活用証明書の継続

○ 活用証明書発行（企業、監理技術者）

延べ ４０４人、１３４社

■中国ICTｻﾎﾟｰﾄの拡充
○ 受注者への周知徹底のため、設計図書（現追）に

サポート制度活用を記載

○ 公募による企業等の拡充

R2：42社 → R3:５１社

○ サポート活用工事 R2:５工事 → R3:６工事

■中国版i-Con表彰制度の継続

○ 表彰企業への加点 R3:１８企業表彰

□中国ＩＣＴトップランナーの選任と活用

○ ICTトップランナー選定 各県1社以上：５社

○ 講師派遣 1回 （コロナの影響）

□経営者等を対象とした体験会の開催

○ ＩＣＴ活用効果体験会

１１／８～９DX・i-con体験セミナー

○ 各県での体験会 1回 （コロナの影響）

□人材育成の強化

○ 整備局及び県職員を対象とした地整研修「DX・

i-con研修（コロナで中止）」、セミナーの開催

○ サポート事務所・各県推進連絡会による現場見

学会の開催 1回 （コロナの影響）

4月 山口県i-Construction推進連絡会 30
4月 新規採用職員二次研修（中国地整） 41
5月 施工管理技術研修（中国地整） 21
6月 第1回_ICT土工研修_i-Constructionについて(島根県建設技術センター) 50
7月 ICT活用工事の推進について(ICT施工出前講座) 20
7月 砂防工事におけるICT現場体験会（広島西部山系砂防事務所） 74
8月 新任技術係長研修（中国地整） 23
8月 第2回_ICT土工研修_i-Constructionについて(島根県建設技術センター) 20
11月 DX・i-con 体験セミナー 150
1月 インフラDX・i-Con研修（コロナ：延期→中止） 30
1月 インフラDX・i-Con管理職セミナー 30

279

開催月 研修・講習会・見学会　名称 参加

■ ICT活用証明書の拡充・継続

○ 活用証明書発行（企業、監理技術者＋担当者）

担当者：ICT活用に従事した担当技術者も追加

■中国ICTｻﾎﾟｰﾄの継続
○ 設計図書（現追）への記載継続

○ 公募による企業等の募集継続

○ 地整HPの見直し → 分かり易くPR

■中国版i-Con表彰制度の継続

○ 表彰の実施及び企業への加点継続

□中国ＩＣＴトップランナーの選任と活用継続

○ 講師派遣計画策定（※：各県推進連絡会の年間計画

に位置づけ）

□経営者等を対象とした体験会の継続

○ ＩＣＴ活用効果体験会の継続

○ 体験会計画策定（※）

□人材育成の継続

○ 整備局及び県職員を対象としたDX・i-con研修

○ 整備局管理職を対象としたDX・i-conセミナー

○ 現場見学会計画策定（※）
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ＩＣＴ活用拡大施策：③地方公共団体でのICT工事の拡大

Ｒ３計画 Ｒ４計画（案）Ｒ３実績

■５県２市会議でのフォローアップ

■統一ICT活用工事発注予定の公表

■BIM/CIM（３次元CAD）講習会の実施

■見学会、講習会の継続

■業界との意見交換の継続

５県２市 ブロック部長、次長、課長会議でのフォロー状況

５県２市 ICT活用工事実施状況

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 岡山市 広島市

ＩＣＴ対象工
事（規模等）

・発注者指定型：土工量5,000m3以上
かつ5千万円以上の土工を対象
・受注者希望型：全工事を対象

・発注者指定型：土工5,000m3以上を
対象
・施工者希望型：舗装工および舗装修繕
工2,000m2以上、法面工1,000m3以
上を対象。
　新工種についても順次拡大を検討

・ＩＣＴ土工の実績を増やす ○土工500m3以上の工事のうち，次の
いずれかを満たす工事で発注者が選定
したものを対象
・予定価格１億円以上
・河道浚渫工事
・砂防堰堤工事
○舗装面積1,000ｍ2以上の工事のう
ち，予定価格3,500万円程度で発注者
が選定

・土工（附帯構造物設置工含む）
　：原則すべての土工を対象
・法面工（植生工、吹付工、吹付法枠工）
　：原則すべての法面工を対象
・舗装工（新設）：1,000m2以上から選
択
・河川浚渫工事：1,000m3以上から選
択

・土工量1,000m3以上の工事を対象。
・3,000m2以上のグランド等の敷き均
し、締固め工事　を対象。

・土工：土量1,000m3以上の土木工事を
対象
・舗装：舗装面積（路盤工）3,000m2以上
の舗装工事

LightICT
の取り組み

・全工事を対象に受注者希望型により実
施中

・施工者希望型においてICT部分活用も
可としている。

・引き続きLight-ICTに取り組む BIM/CIMの取り組み
（業務）
・指定型公告：20件

・令和２年５月からICT施工の部分活用
を導入
・小規模現場に対応したICT技術を試
行、効果を確認する「ICT普及促進ＷＧ」
に参加

・R2.10.1より導入 ・R2.8小規模施工（見積対応）導入
・R3年度中を目標とし、簡易型（部分活
用）の導入を検討

その他

発注見通し
・公表

発注見通し
・公表済み
ICT活用工事
・ICT活用工事（土工・舗装工・舗装修繕
工・法面工）：約70件程度
　　　→R5年度における対象工種の実施
率約5割

発注見通し
・公表済み
ICT土工活用工事　：
・施工者希望型として62件発注

発注見通し
・発注者指定型（ICT，BIM/CIM）は公
表済み
ICT活用工事
・発注者指定型：20件程度

発注見通し：公表済み
ICT土工活用工事：40件実施

発注見通し
・R3より公表済。
ICT土工活用工事　：対象工事（現時点2
件）について、働きかけを行う。

発注見通し
・R3.4から公表（備考欄に記載）
ICT土工活用工事
・ICT土工　3件程度（受注者希望型）
・ICT舗装工　2件程度（受注者希望型）

地方公共団
体への取り
組み

・ICT活用に係る講習会を開催する。
　（オンラインセミナーにより、LightICT
活用工事における講習会を開催予定）

・発注者向けi-Construction研修
（県・市町村職員）の実施

・市町職員、施工業者、コンサルタント向
け
i-Construction研修の開催
・３次元CAD研修の開催

・発注者向け３次元CAD研修の実施 ・県・市町の技術職員向けi-
Construction研修の開催
・建設維新ICTセミナーの開催（施工者
等の人材育成）
・市町へのICT活用工事の普及推進

－ －

■５県２市会議でのフォローアップ
 ５県2市会議のテーマとしてICT活用（＋

平準化・週休2日）を設定
○ R3.4、R3.9：技術管理課長会議
○ R3.10：次長、技監等会議
○ R3.11：ブロック土木部長等会議

■統一ICT活用工事発注予定の公表
○ 発注予定工事にICT対象と明記（下表）

■BIM/CIM（３次元CAD）講習会の実施
○ 担当者会議の開催（WEB）

■見学会、講習会の継続
○ １１／８～９DX・i-con体験セミナー開催
※各県での個別講習会等はコロナで未実施
○ 各県主体で講習会等の実施

■業界との意見交換の継続
○ １０／２０～中小企業の生産性向上ヒアリ

ング ほか

■５県２市会議でのフォローアップ：継続

■統一ICT活用工事発注予定の公表：継続

■見学会、講習会：継続
各県推進連絡会の年間計画に位置づけ

■業界との意見交換：継続

BIM/CIM活用拡大施策：④BIM/CIM業務・工事とﾌﾛﾝﾄﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞの活用拡大

Ｒ３計画 Ｒ４計画（案）Ｒ３上期実績

【早期段階から一貫したBIM/CIMを導入するモ

デル事業を追加】

■新規モデル事業

○ 益田・田万川道路

○ 大井・萩道路

【BIM/CIM活用の拡大】

■業務

○ 大規模構造物予備・詳細に加え河川構造物（樋門）、道

路設計の詳細設計において発注者指定方式を拡大

■工事

○ 大規模構造物工事で３次元設計成果の手交が可能な

ものは発注者指定方式を継続

【フロントローディングの活用拡大】

○ 土工を取り扱う全ての業務で３次元データ（ｽｹﾙﾄﾝﾓﾃﾞ

ﾙ、ｻｰﾌｪｽﾓﾃﾞﾙを作成し、工事受注者へ手交

【既モデル事業】
○岡国：大樋橋西高架橋
○倉吉：北条道路
○浜田：福光・浅利道路

益田西道路
○岡河：旭川中上流ダム再生事業
○高・小河：小田川合流点付替え
○岡国：岡山西バイパス

（西長瀬～楢津）
○福山：福山道路
○山口：柳井・平生バイパス
○山陰西部：木与防災

俵山・豊田道路

【早期段階から一貫したBIM/CIMを導入するモ

デル事業を追加】

○ 各モデル事業においてBIM/CIMを活用

【BIM/CIM活用の拡大】

■業務

○ BIM/CIM活用業務：３９件（９月末時点）

■工事

○ BIM/CIM活用工事：２４件（９月末時点）

【フロントローディングの活用拡大】

○ 山陰西部において３次元データの手交について試行

【早期段階から一貫したBIM/CIMを導入するモ

デル事業を追加】

■R4新規モデル事業：拡大・継続

○ 可部バイパス（大林工区）

○ 西広島バイパス（都心部延伸）

【BIM/CIM活用の拡大】：拡大・継続

■業務

○ R3年度の工種に加え河川構造物（築堤・護岸、水門、

堰、排水機場、床止め・根固め）、海岸構造物（海岸堤

防護岸、突堤、海域堤防）、砂防構造物・地すべり防止

施設の詳細設計において発注者指定方式を拡大

■工事

○ 大規模構造物工事で３次元設計成果の手交が可能な

ものは発注者指定方式を継続

【フロントローディングの活用拡大】：継続

○ BIM/CIM対象業務については、可視化による設計

ミス防止や施工手順のチェック等により施工段階での

手戻り防止を図る。

○ 工事受注者に手交するデータは、ICT土工で活用可

能なｽｹﾙﾄﾝﾓﾃﾞﾙやｻｰﾌｪｽﾓﾃﾞﾙ等の３次元データとする。

福山道路 俵山・豊田道路

（9月末時点）

４４

６０ ６３

【既モデル事業】
○岡国：大樋橋西高架橋
○倉吉：北条道路
○浜田：福光・浅利道路

益田西道路
○岡河：旭川中上流ダム再生事業
○高・小河：小田川合流点付替え

○岡国：岡山西バイパス
（西長瀬～楢津）

○福山：福山道路
○山口：柳井・平生バイパス
○山陰西部：木与防災

俵山・豊田道路
益田・田万川道路
大井・萩道路
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働き方改革施策：⑦平準化の促進 （工事・業務、地公体支援）

Ｒ２計画 Ｒ４計画（案）Ｒ２実績

【R2_工事】
■ロードマップ施策の徹底

（目標）R2:85.0%以上

【R2_業務】
■ロードマップ施策の徹底

（目標）R2:第４四半期 ５０％以下
うち3月 ３０％以下

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

【目標】第４四半期５０％以下　内３月期３０％以下 【目標】第４四半期４５％以下　内３月期３０％以下 【目標】第４四半期４２％以下　内３月期３０％以下 【目標】第４四半期４０％程度　内３月期３０％以下目　標

【R2_実績】
■ロードマップ施策の徹底：各種会議で周知

（実績）R2:第４四半期 ４６．２％
うち3月 ２０．５％

【R2_実績】
■ロードマップ施策の徹底：各種会議で周知

（実績）R2:8６.６%

【地方公共団体支援】
■発注者協議会によるフォローアップ
■5県2市会議でのテーマ設定とフォローアッ
プ

【R３_実績】
■発注者協議会：R3.7
■5県２市会議：4回

 ５県2市会議のテーマとして平準化（＋ICT
活用・週休2日）を設定

○ R3.4、R3.9：技術管理課長会議
○ R3.10：次長、技監等会議
○ R3.11：ブロック土木部長等会議

【R４_工事】
■ロードマップ施策の徹底：継続

（目標）R４:９０%以上

【R4_業務】
■ロードマップ施策の徹底：継続

（目標）R2:第４四半期 ４２％以下
うち3月 ３０％以下

【R4_地方公共団体支援】
■発注者協議会によるフォローアップ：継続
■5県2市会議でのテーマ設定とフォローアッ
プ：継続

工事_平準化ロードマップ

業務_平準化ロードマップ

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

平準化率
８５％以上

（全国平均レベル）

平準化率
８７．５％以上

平準化率
９０％以上

取り組み内容が次年度に反映される 継 続

働き方改革施策：⑧週休２日の普及

Ｒ２・R3計画 Ｒ４計画（案）Ｒ２実績

【直轄工事での実施率※向上】

R2目標：週休2日実施率 ８０％以上
R3目標：週休２日実施率 ９０％以上

■発注者指定の拡大
（R2）

○ 本官：全ての工事を発注者指定
○ 分任官：PC、鋼橋上部を発注者指定

（R3）
○ 本官：全ての工事を発注者指定
○ 分任官：PC、鋼橋上部、一般土木を発注者

指定

■インセンティブ（総合評価加点）の継続
（R2、R3）

○ 証明書による加点
○ 週休2日宣言による加点

※（発注者指定工事数＋受注者希望工事のうち意思有り工事数）／年度発注工
事数

【R2_実績】
■週休2日実施率：９４％

【直轄工事での実施率※向上】

R４目標：週休2日実施率 ９０％以上

■発注者指定の拡大
○ 全ての工事を発注者指定

■インセンティブ（総合評価加点）の継続
○ 証明書による加点

※（発注者指定工事数＋受注者希望工事のうち意思有り工事数）／年度発注工
事数

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

７０％以上 ８０％以上 ９０％以上

具
体
的
取
組

●【拡⼤】
 ◇R1.6以降本官⼯事の⼀般⼟⽊
  ⼯事を発注者指定⽅式
 ◇R1.9以降本官⼯事のPC上部⼯
  事を発注者指定⽅式
  （その他：受注者希望⽅式）
●【新規】交代制導⼊：４件
●【新規】実施企業に総合評価に
     おいて加点
●【新規】公告時⼯程表の公表

●【拡⼤】
 ◇原則、全ての本官⼯事を発注者指定⽅式
 ◇分任官：PC、鋼橋⼯事を発注者指定⽅式
●【拡⼤】
 ◇全ての希望⽅式の分任官⼯事へ「閉所」、
 「交代制」の希望を確認徹底
●【継続】実施企業に総合評価加点
●【新規】整備局（岡⼭県、広島県除く）統⼀
         閉所⽇の設定

●【拡⼤】
 ◇⼀般⼟⽊⼯事の発注者指定⽅式
  拡⼤
 ○現場閉所
 （１億円以上の改築、改修⼯事）
 （全てのAs, Co舗装⼯事）
 ○交代制
 （１億円以上の維持修繕⼯事）
 【継続】
 ◇適切な⼯期設定、⼯期延期
 ◇実施企業に総合評価加点

●【拡⼤】
 ◇全ての発注者指定⽅式
  拡⼤
 【継続】
 ◇適切な⼯期設定、⼯期延期
 ◇実施企業に総合評価加点

●継続 ●継続

改正労働基準法
建設業適⽤
令和６年４⽉１⽇〜

継 続週休２⽇制の取り組み

【地方公共団体支援】
■発注者協議会によるフォローアップ
■5県2市会議でのテーマ設定とフォ
ローアップ

【R３_地方公共団体支援実績】
■発注者協議会：R3.7
■5県２市会議：4回

 ５県2市会議のテーマとして週休2日（＋
ICT活用・平準化）を設定

【R4_地方公共団体支援】
■発注者協議会によるフォローアップ：継続
■5県2市会議でのテーマ設定とフォローアッ
プ：継続
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働き方改革施策：⑨工事書類の簡素化

Ｒ３計画 Ｒ４計画（案）Ｒ３上期実績

【工事書類簡素化の推進】

■マニュアル・手引きの周知
○ 書類作成提出要領を作成・周知
○ 監督職員向け研修等の実施
○ 意見交換会実施

■協議書類の縮減に向けた検討
○ 関係業団体へのヒアリング等に基づき、共

通仕様書地整版の拡充検討

【検査書類限定型工事検査】

■全工事を対象として書類限定検査を実施

【工事書類簡素化の推進】

■マニュアル・手引きの周知
○ 管内各種会議で周知
○ 地整研修として新任主任監督員、新任係長

研修を実施
○ 10月中旬に受注者との意見交換会を実施

■協議書類の縮減に向けた検討
○ 関係業団体への聞き取りを実施（修正・追加

意見なし）

【検査書類限定型工事検査】

■全工事を対象として書類限定検査を実施

【受注者からの意見】

 監督職員により
求める書類が異
なる場合がある。

 検査官により限
定書類以外を求
める場合がある。

 評点を意識し、多
くの書類を作っ
てしまう場合が
ある。

【工事書類簡素化の推進】：継続

■マニュアル・手引きの周知
○ 管内各種会議で周知
○ 職員向け研修を実施（講義の中心テーマへ）
○ 意見交換会を実施

■協議書類の縮減に向けた検討
○ 関係業団体へのヒアリング等に基づき、共

通仕様書地整版の拡充検討

【検査書類限定型工事検査】：継続

■全工事を対象として書類限定検査を実施
○ 検査の視点を作成・周知

働き方改革施策：⑩ウィークリースタンスの徹底

Ｒ３計画 Ｒ４計画（案）Ｒ３上期実績

【ウィークリースタンスの徹底】

■特記仕様書で規定
（業務）
○ 受注者から本局へ結果報告
（工事）
○ 完成検査時に受注者から申し出
○ WEB相談窓口への通報

【ウィークリースタンスの徹底】

■特記仕様書で規定
（業務）
○ 受注者から本局へ結果報告
（工事）
○ 完成検査時に受注者から申し出
○ WEB相談窓口への通報

【ウィークリースタンスの徹底】：継続

■特記仕様書で規定
（業務）
○ 受注者から本局へ結果報告
（工事）
○ 受注者から本局へ結果報告（データ化）
○ WEB相談窓口への通報
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問い合わせ 

国土交通省中国地方整備局インフラＤＸ推進室 
〒730-8530 広島市中区上八丁堀 6 番 30 号 ℡ 082-221-9231 




